様式第１の２（第６条関係）
事業計画書
	補助対象事業
	開設準備事業

	申請者


	商号
	

	
	資本金
	千円

	
	従業員数
	全体　　人（開設オフィス　人予定）

	
	業種
	○○（事業内容：　　）

	開設するオフィス
	所在地
	豊橋市

	
	業務内容
	

	
	事業着手
完了予定
	着手日：　　　年　　月　　日

完了日：　　　年　　月　　日

	
	オフィス開設
(予定)日
	年　　月　　日

	
	賃貸借契約開始（予定）日
	年　　月　　日

	
	事業に要する経費の内訳
	金額
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	＊行が足りない場合は、別紙（様式任意）に記載すること。
	

	補助金の額及び算出基礎
	補助対象経費計
	円

	
	国等からの助成金
有の場合　名称（　　　　　　　　　　）
	円

	
	補助率及び限度額
	１／２　　限度額100万円

	
	交付申請額（1,000円未満切り捨て）
	円

	担当者
	部　　　　
電話番号　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　


※法人等の設立等異動申告書の届出前、かつ、事業に係る契約等締結前に提出すること
様式第１の３（第６条関係）
事業計画書
	補助対象事業
	建物等賃借事業

	申請者


	商号
	

	
	資本金
	千円

	
	従業員数
	全体　　人（開設オフィス　人予定）

	
	業種
	○○（事業内容：　　）

	開設する
オフィス

	所在地
	豊橋市

	
	業務内容
	

	
	オフィス開設(予定)日
	年　　月　　日

	
	賃貸借契約
（予定）日
	年　　月　　日

	
	賃貸借開始
（予定）日
	年　　月　　日

	
	対象月数の内訳
（管理運営事業のみ記載）
	申請年度    か月分（申請日の翌月から起算して３月まで）

	
	
	〔翌年度予定    か月分（６か月に満たない期間がある場合）〕

	
	事業に要する経費の内訳
	金額
	

	
	
	円/月
	

	
	
	円/月
	

	
	
	円/月
	

	
	
	円/月
	

	
	
	円/月
	

	
	
	円/月
	

	
	＊行が足りない場合は、別紙（様式任意）に記載。
	

	補助金額及び算出基礎
	補助対象経費計
	円/月

	
	
	円
（　　年度　　か月分）

	
	国等からの助成金
有の場合　名称（　　　　　　　　　　　　　　）
	円

	
	補助率及び限度額
	10／10　限度額15万円(月額)

	
	交付申請額（1,000円未満切り捨て）
	円

	担当者
	部　　　　
電話番号　　　　　　　　E-mail　　　　　　　　　　


※法人等の設立等異動申告書の届出前、かつ、賃貸借契約等締結前に提出すること

様式第１の４（第６条関係）
事業計画書
	補助対象事業
	雇用補助事業

	申請者


	商号
	

	
	資本金
	千円

	
	従業員数
	全体　　人（開設オフィス　人予定）

	
	業種
	○○（事業内容：　　）

	開設する
オフィス

	所在地
	豊橋市

	
	業務内容
	

	
	オフィス開設
(予定)日
	年　　月　　日

	
	補助対象正社員①
	新規雇用　・　転入

	
	氏名
	

	
	内定通知日又は
異動辞令日
	年　　月　　日

	
	雇用開始日又は
転勤後勤務開始日
	年　　月　　日

	
	月額給与
	円/月

	
	
	円（　　年度　　か月分）

	
	補助対象正社員②
	新規雇用　・　転入

	
	氏名
	

	
	内定通知日又は
異動辞令日
	年　　月　　日

	
	雇用開始日又は
転入後勤務開始日
	年　　月　　日

	
	月額給与
	円/月

	
	
	円（　　年度　　か月分）

	補助金額及び算出基礎
	補助対象経費計
	円

	
	国等からの助成金
有の場合　名称（　　　　　　　　　　　　　　）
	円

	
	補助率及び限度額
	10/10　限度額40万円/人

	
	交付申請額（1,000円未満切り捨て）
	円

	担当者
	部
電話番号　　　　　　　　E-mail


※補助期間の開始日までに提出すること 


